
日薬業発第 242 号 

令和３年 10 月８日 

 都道府県薬剤師会 担当役員 殿 

 

                                          日 本 薬 剤 師 会 

                                  副会長 田尻 泰典 

 

令和３年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗せ補障保険 

加入支援事業について 

 

平素より本会会務に格段のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

標題の事業については、令和２年10月23日付日薬業発第237号で令和２年度事業に

ついてご案内しておりましたが、令和３年度の同事業について、令和３年４月１日から

令和４年３月 31 日までの間に契約を締結し契約の始期があるものが対象として実施さ

れておりますので、お知らせいたします。 

 

＜別添＞ 

・令和３年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗せ補償保険加入支援

事業補助金の交付について（令和３年９月27日付け都道府県知事宛て） 

 

 本事業に関する要綱、申請書等は以下からご確認いただけます。 

○厚生労働省ホームページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 健康・医療 > 医

療 > 「令和３年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗せ補償保

険加入支援事業」について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000098580_00006.html 

 

 ※本事業の対象に関して、令和２年度事業と同様、医療機関等の「等」については、上記ページ内

Q&Aにて以下のとおり示されております。 

 

 



医療資格者等の労災給付の上乗せを行う医療機関等への補助
（令和3年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗せ補償保険加入支援事業補助金）

事業目的

事業内容

○ 新型コロナへの対応を行う医療機関等において、勤務する医療資格者等が感染した際の労災給付の上乗せ補償を行う
民間保険に加入した場合に、保険料の一部を補助することにより、医療資格者等の収入面の不安等を解消して離職防止
等につなげ、新型コロナ対応医療機関等の運営の安定を図る。
※ ｢令和2年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗せ補償保険加入支援事業補助金｣による補助を受けた医療機関等は、同じ保険契約

に重複して補助を受けることはできませんが、令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間に、新たに契約を締結し、契約の始期がある保険契約の
年間の保険料について本補助金の申請が可能。

〔対象医療機関等〕都道府県等の要請を受けて新型コロナへの対応を行う次の保険医療機関等

① 重点医療機関、協力医療機関その他の都道府県が新型コロナ患者･疑い患者の入院受入れを割り当てた医療機関

② 帰国者･接触者外来、地域外来･検査センター、診療･検査医療機関(仮称)

③ 宿泊療養･自宅療養の新型コロナ患者に対するフォローアップ業務、受入施設での対応等に従事する医療資格者
等が勤務する医療機関等（③の場合、補助対象は、当該フォローアップ業務、受入施設での対応等に従事する医療資格者等）

④ 地域外来･検査センターに出務する医療資格者等が勤務する医療機関等（④の場合、補助対象は、地域外来･検査センターに

出務する医療資格者等）

※ 医療機関の事務の簡素化のため、国への補助金の申請や保険契約の申込等を委託することも可能。

〔対象者〕勤務する医療資格者等

〔補助基準額〕年間の保険料の一部（2分の1）、1人あたり1,000円を上限

〔対象となる労災給付上乗せ補償保険〕
以下のアを満たす民間保険（ア及びイを満たすものを含む。）

※ 令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間に、契約を締結し、契約の始期があるもの。

ア 休業補償：被用者が業務において新型コロナウイルス感染症に罹患して休業し、労働基準監督署の労災認定を受
けた場合に、労災給付の上乗せ補償を行う保険

イ 死亡補償又は障害補償：被用者が業務において新型コロナウイルス感染症に罹患して死亡し、又は障害が残り、
労働基準監督署の労災認定を受けた場合に、死亡補償金又は障害補償金を給付する保険

国による直接執行

1



0927 10  



（別添） 

 

○令和３年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗せ補償保険加入支援事業補助金の交付について 

（令和３年４月９日厚生労働省医政 0409 第２号）の一部改正について 新旧対照表 

 

(下線部分は改正部分） 

 

改   正   後 改   正   前 

別 添 

 

令和３年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗

せ補償保険加入支援事業補助金交付要綱 

 

１～２（略） 

 

（交付の対象） 

３ 略 

(１) 略 

(２) 対象となる労災給付上乗せ補償保険 

以下のアを満たす民間保険（ア及びイを満たすものを含

む。）であって、令和３年４月１日から令和４年３月３１日ま

での間に、契約を締結し、契約の始期があるものとする。 

ア・イ 略 

(３) 略 

 

４～９（略） 

 

 

 

別 添 

 

令和３年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上

乗せ補償保険加入支援事業補助金交付要綱 

 

１～２（略） 

 

（交付の対象） 

３ 略 

(１) 略 

(２) 対象となる労災給付上乗せ補償保険 

以下のアを満たす民間保険（ア及びイを満たすものを含

む。）であって、令和３年４月１日から令和３年９月３０日

までの間に、契約を締結し、契約の始期があるものとする。 

ア・イ 略 

(３) 略 

 

４～９（略） 

 

 

 



（実績報告） 

10 この補助金の事業実績報告は、事業完了の日から起算して１

か月を経過した日(６の(２)により事業の中止又は廃止の承認

を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して１

か月を経過した日）又は令和４年４月８日のいずれか早い日ま

でに第３号様式による報告書を厚生労働大臣に提出しなければ

ならない。 

なお、事業実績報告後に保険料の返還があった場合や当該保

険の解約を行った場合には、第３号様式により速やかに厚生労

働省に報告しなければならない。 

 

11～12（略） 

 

 

（実績報告） 

10 この補助金の事業実績報告は、事業完了の日から起算して

１か月を経過した日(６の(２)により事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算

して１か月を経過した日）又は令和３年 10 月 29 日のいずれ

か早い日までに第３号様式による報告書を厚生労働大臣に提

出しなければならない。 

なお、事業実績報告後に保険料の返還があった場合や当該

保険の解約を行った場合には、第３号様式により速やかに厚

生労働省に報告しなければならない。 

 

11～12（略） 

 












